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ジョンソンディバーシーに

とってのワーク・ライフ・

バランス

　　ワーク･ライフ･バランスに

ついてどのようなお考えを持っ

ていらっしゃいますか。

　私生活が充実すれば、業務に
対するやる気の向上につなが
り、会社の業務についての生産
性も向上すると考えています。
　当社では、フレックス・タイ
ムの導入、男性の育児参加の促
進、時間外労働の管理などを
行っており、働きやすい職場環
境づくりに向けて取り組んでい
ます。こういった取組みは、
「キラキラプロジェクト」とい
うチームが主体となって社長の
支援の下で行っています。

キラキラプロジェクト

の活動

　　キラキラプロジェクトとは

どのようなものですか。

　2004年に世界各国のジョンソ
ンディバーシーのトップレベル
の者が集まる会議が開催されま

した。他の国々には経営者層に
女性もおり多数出席していたの
に対し、日本からは女性が経営
者層におらず、ひとりも出席し
なかったため、日本でも女性が
もっと活躍すべきだと日本の社
長が提案し、すぐにはじまった
のがキラキラプロジェクトです。
　このキラキラプロジェクト
は、現在12名で構成されており、
各所属部門からまんべんなく参
加しています。メンバーは、自
発的に昼休みなども活用して課
題の検討を重ねています。
　現在は、女性の活躍を推進す
るだけではなく男性の育児参加
促進など働き方の見直しにも取
り組んでいます。

　　プロジェクトが提案したこ

とは、どのようなプロセスで実

現されるのですか。

　プロジェクトで決めたこと
は、まず、社長の前で発表を行
い、試験導入の許可を得ます。
その後、試験導入の結果を踏ま
えて、修正すべきところは修正
し、執行役員会でもう一度発表
して、そこで賛同を得た上で、
規定の改定や制度の正式な導入
を行います。

男性にも利用されている育児

のためのフレックス・タイム

　　フレックス・タイム制度と

はどのようなものですか。

　従来から、フレックス・タイ

ム制はありましたが、業務上の
都合での利用のみ認められてい
ました。2006年に、これを育児
目的でも利用できるようになり
ました。育児のために利用する
場合、コアタイムがないフレッ
クス制となるので、月ごとの所
定労働時間内で自由に勤務でき
ます。
　これまでに、女性２名と男性
１名が利用しています。男性の
方は、奥様が長期の出張にでる
とのことで、お子さんの保育園
の送り迎えのために利用してい
るようです。この３人からは、
利用しやすい制度だという評価
をいただいています。

男性の出産前申告により男性

の育児参加を促進

　　男性の育児参加促進に向け

てどのような取組みをされてい

ますか。

　育児休業期間中に収入が大幅
に減ってしまうことが、男性の
育児休業の取得を阻む大きな要
因だと考えています。そこで、
収入を減らすことなしに、男性
が育児に参加できるような制度
を検討した結果、当社に従来か
らあった「ストック休暇制度」
の活用を考えました。
　ストック休暇制度は、失効し
た年次有給休暇を年間５日間ま
で積み立てることができ、最大
50日間を限度にプールできると
いうもので、従来は、私傷病や

　世界約50か国に拠点を持

ち、業務用清掃洗剤、清掃用

ワックス等の製造・輸入・販

売などを行っているジョンソ

ンディバーシー㈱。男性の育

児参加の促進や女性社員の

職域拡大にも取り組んでい

る。
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介護の際に利用できるように
なっていました。これを育児に
も利用可能にしたのです。
　しかし、男性が育児参加する
という考え方が十分に定着して
いない現状では、育児に利用可
能なストック休暇制度の導入だ
けでは、不十分だと考えまし
た。つまり、制度を積極的に活
用できるような支援体制が必要
だと考えたのです。
　そこで、出産予定時期の１～
２か月前に男性社員が人事に自
己申告をして、それをきっかけ
に、人事から本人に計画的な休
暇取得を促すと同時に、人事か
ら本人の上長に対しても協力を
要請することを考えました。
　出産の前に本人だけではな
く、上長に協力を求めること
で、仕事を他の人に一部引継
ぎ、仕事の量を少しずつセーブ
することも可能となります。
　この促進策の結果、すでに５
名の男性社員が計画的に育児の
ための休暇を取得しています。

時間外労働の管理

　　時間外労働についてはどの

ような取組みをしていますか。

　恒常的に過大な時間外労働が
特定の部署や人に発生している
場合、何らかのトラブルが発生
しているサインだと考えていま
す。
　月30時間、年間360時間を限
度として、それを超えた場合に、
上長に対して、原因を解明する
ように人事から指示を出しま
す。
　その結果、業務の配分方法に
問題があるのか、人手が足りて
いないのかなどの原因を明らか
にした上で、適切な対応をして
結果的に、過大な時間外労働を

減少させます。
　すなわち、時間外労働の削減
のみに注目するのではなく、過
大な時間外労働の発生をきっか
けとして、背後で発生している
問題を解決するというスタンス
をとっています。
　こういった取組みは2006年か
ら重点的に行っていますが、結
果として時間外労働は着実に減
少しております。社員には自分
の時間を大事にしてもらい、
ワーク・ライフ・バランスの取
れた働き方をしてもらえれば、
と思っています。

営業職へ女性の職域拡大

　　女性を営業職に配置したそ

うですね。

　当社は営業が中心の会社です
が、その営業は男性のみが担っ
ていました。しかし、女性なら
ば男性とは異なる視点で営業が
できるのではないかと考え、
2006年に新卒で採用した女性社
員２名を営業に配置しました。
　取引先である、大手のフード
サービスの会社では最近女性の
幹部社員も増えています。その
ため、営業として女性が訪問し
ても、非難やトラブルはなく、
スムーズに入り込むことが出来
ました。
　女性社員本人からは、男性の
営業マンが多い中、女性が会社
を訪問すると自分のことを覚え
てもらえやすいというメリット
がある、という感想が出まし
た。
　このように、女性の職域が拡
大することで、それぞれの希望
に合致し、かつ適性のある業務
において十分に能力を発揮でき
るような職場環境をつくってい
きたいと考えています。

今後の取組

　　今後はどのようなことに取

り組む予定ですか。

　今後の取組みとしては、メン
ター制度や在宅勤務制度などの
導入を視野に入れています。
　すでにこれらは試験導入を実
行しており、その結果、在宅勤
務については、業務資料を社外
に持ち出す必要があるので、情
報セキュリティの面での環境整
備が課題として明らかになりま
した。また、メンター制度につ
いても、時間的な余裕の確保に
ついて課題があることがわかり
ました。今後はこれらの問題を
どのように克服していくのかを
検討していく予定です。
　このように、今後も利用しや
すい制度の導入などを通して、
女性も男性もワーク・ライフ・
バランスのとれた、働きやすい
職場環境をつくっていきたいと
考えています。


